
松江市告示第 201 号 

 

松江市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要綱（平成 20 年松江市告示第 174 号）の一部を

次のように改正する。 

 

令和 5 年 3 月 31 日 

松江市長  上 定 昭 仁      

 

次の表により、改正後欄に掲げる規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないもの

は、これを加え、改正前欄に掲げる規定の下線を付した部分は、これに対応する改正後欄に掲

げる規定の下線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

 (定義) (定義) 

第 2 条 略 第 2 条 略 

(1)～(8) 略 (1)～(8) 略 

(9) 住宅の耐震化を総合的に行う事業 

第 6 号に規定する耐震補強等計画の策定

と第 5 号に規定する耐震改修工事を総合

的に行う事業 

 

(補助の対象等) (補助の対象等) 

第 3 条 補助金の名称、補助金の交付の目的、

交付対象建築物、補助対象事業費、補助金

の額及び終期は次の表のとおりとし、予算

の範囲内で交付するものとする。 

略 

補 助

対 象

事 業

費 

交付対象建築物所有者等が交付対象

建築物に対して行う耐震補強等計画、

耐震改修工事(建替工事にあっては、

既存部分の規模相当とし、解体除却に

要する費用を含む。)又は解体除却(以

下「耐震改修等」という。)又は住宅の

第 3 条 補助金の名称、補助金の交付の目的、

交付対象建築物、補助対象事業費、補助金

の額及び終期は次の表のとおりとし 予算

の範囲内で交付するものとする。 

略 

補 助

対 象

事 業

費 

交付対象建築物所有者等が交付対象

建築物に対して行う耐震補強等計画、

耐震改修工事(建替工事にあっては、

既存部分の規模相当とし、解体除却に

要する費用を含む。)又は解体除却(以

下「耐震改修等」という。)     



耐震化を総合的に行う事業に要する

経費とする。 

補 助

金 の

額 

次の各号に掲げる耐震改修等の区分

に応じ、当該各号に定める額とし、補

助金の額に1,000円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てる。 

(1)～(3) 略 

(4) 住宅の耐震化を総合的に行う

事業 補助対象事業費の 10 分の

8 以内の額(上限 100 万円) 

終期 令和 6 年 3 月 31 日 
 

            に要する

経費とする。 

補 助

金 の

額 

次の各号に掲げる耐震改修等の区分

に応じ、当該各号に定める額とし、補

助金の額に1,000円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てる。 

(1)～(3) 略 

 

 

 

終期 令和 5 年 3 月 31 日 
 

(交付申請) (交付申請) 

第 4 条 補助金の交付を受けようとする者(以

下「申請者」という。)は、補助金等交付申

請書に次の各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

第 4 条 補助金の交付を受けようとする者(以

下「申請者」という。)は、補助金等交付申

請書に次の各号に掲げる場合に応じ、当該

各号に定める書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 住宅の耐震化を総合的に行う事業に

係る補助金の交付を受けようとする場

合 第 4 条第 1 項第 1 号に掲げる書類 

 

 

附 則 

この告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 


